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（5）本件譲渡担保権に係る動産の譲渡につき，平成 25 年３月 11 日，動産及
び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律３条１項に規定
する登記がされた。
（6）Ｙは，平成 26 年５月 20 日までにＡに対して本件売買契約に基づき売却
した金属スクラップ等については，一部を除いて，同年６月 10 日までにＡか
ら代金の支払を受けた。
（7）Ｙは，平成 26 年５月 21 日から同年６月 18 日までに，Ａに対し，本件売
広島法科大学院論集　第 15 号（2019 年）－ 143
買契約に基づき，金属スクラップ等を売却した。
（8）Ａは，平成 26 年６月 18 日，Ｙを含む債権者らに対して，事業を廃止す
る旨の通知をしたが，Ｙは，同通知の時点で，上記（7）の期間に売却した金
属スクラップ等について代金の支払を受けていなかった（１）。
（9）Ｙは，平成 26 年 11 月，Ａを債務者として，本件工場で保管されている
金属スクラップ等につき，本件条項に基づき留保している所有権に基づき，
動産引渡断行の仮処分命令の申立てをし，平成 27 年１月 13 日，上記申立て
を認容する旨の決定（以下「本件仮処分決定」という。）がされた。


































































えば売却物の数量が５月 20 日締で支払が６月 10 日の場合に５月 21 日以降に























































































































































同 18 日には約 10 万７千５百キログラムが保管されていた。
（２） 　（11）の第二段落以外は本判決掲載の事実である。
（３） 　拙稿「種類物の継続売買契約における所有権留保に関する基礎的考察－東京高判平






した。その上で，例えば在庫量 100（未払 20 既払 80）の場合に 50 が処分されたときは，
在庫量 50（未払 20 既払 30）となり，在庫量が前回締日の量を上回らない限り在庫量
全部が担保目的物となる。
（５） 　学説については拙稿『所有権留保の法理』（信山社，2012 年）274 頁以下を参照。なお，
2000年以降は所有権は売主に帰属するとの見解が多くなってきているように思われる。
（６） 　大村敦志『新基本民法担保編』（有斐閣，2016 年）1116 頁は，譲渡担保を担保権と
する見方につき「形式・理論よりも実質・機能を重視するという戦後民法学に支配的
な考え方（「利益衡量」と呼ばれる）の影響を見てとることができる」とし，さらに
125 頁では判例と学説の関わり方につき疑問を呈している。その上で，131 頁では債権
譲渡担保については，質権設定と法性決定すべきではないかとする。このように，学
説が非典型担保を担保権と処遇するならば，現行法制の中で実務的に耐えられる具体
的な構成を示す必要があるのではないか。
（７） 　拙稿「種類物の継続売買契約における所有権留保に関する基礎的考察」でも指摘し
たが，今回は売主による長期的な与信ではない。単に会計事務処理的な問題とも捉え
られる場面であり，売主は次回の給付を停止することで損失を最小限とするのが契約
における設計である。しかし，このような場面でも所有権留保の一場面とするのであ
れば，かつて所有権移転時期の問題において多くの賛同が得られたように，完済によっ
て所有権が移転する，ということの確認が所有権留保の合意なのではないだろうか。
（８） 　同判決は，「これに劣後する譲渡担保が，被上告人のために重複して設定されたとい
うことになる。このように重複して譲渡担保を設定すること自体は許されるとしても，
152 － 継続的な売買契約における所有権留保とその売却物を含む集合動産譲渡担保の設定について，譲渡担保権者は売買代金が完済されていない売却物に対して譲渡担保権を主張することができないとした事例（田村）
劣後する譲渡担保に独自の私的実行の権限を認めた場合，配当の手続が整備されてい
る民事執行法上の執行手続が行われる場合と異なり，先行する譲渡担保権者には優先
権を行使する機会が与えられず，その譲渡担保は有名無実のものとなりかねない。こ
のような結果を招来する後順位譲渡担保権者による私的実行を認めることはできない
というべきである。…よって，本件物件 1の引渡しを求める被上告人の請求は理由が
ない。」と判示した。
（９） 　事実（3）の「（買主Ａは）金属スクラップ等の引渡しを受けた直後にこれを特定の
業者に転売することを常としていた」は，第一審及び原審では直接に言及がないよう
に思われる。確かに事実（3）は，現存する在庫物は未払分であり所有権留保の対象で
ある，という結論を正当化するように思われる。しかし，本判決の事実（10）の「代
金の完済に係るもの」にあるように，また，原審で問題となったように現に「既払分」
が残っているのであり，この点を無視して理解することは適切ではない（在庫物が想
定されていないならば，そもそも集合動産譲渡担保は設定されていないはずである）。
拙稿「種類物の継続売買契約における所有権留保に関する基礎的考察」はこの点から
検討するものであるが，本判決がこれらを了解した上で出されたのであれば，本判決
のいう「定め」は単に「期間ごと」の意味を超えたものとなる。なお，フランス民法
2369 条は，種類物の場合に所有権留保の効力を認めている。
